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ポイント

1. 働き方の見直し、長時間労働の削減
– 労働時間の上限規制、勤務間インターバル

2. ひとり親世帯の生活困難と子どもの貧困対策
– 児童扶養手当の毎月支給

– 養育費確保、ただしそれだけでは不十分

3. 男女平等を確保する枠組みが必要
– 高等教育進学機会の改善、キャリア設計

– ジェンダーバイアスを除去する方法
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1. 働き方の見直し、長時間労働対策

• 日本の現役世代の女性の有償労働時間は平均で178分/
日、フランス男性（173分/日）より長く働いている（図１）

• 日本の女性の睡眠時間は韓国と並んで短い（図１、図２）

• 日本は男女合計の有償労働時間が突出して長い（553分、
北欧諸国は400分台）（図１）
→時間あたり生産性が低い

• 女性の「活躍」＝有償労働時間を男性並みにすることか？

• 税制・社会保障制度改革は女性の就業を増加させるか？
103万円、130万円の壁を廃止しても労働供給への影響は
小さいという研究が多い（参考）

⇒男性の働き方、長時間労働の見直しが必要
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図１ 有償・無償労働時間の国際比較
（15-64歳男女、週平均）

（資料）http://www.oecd.org/gender/data/OECD_1564_TUSupdatePortal.xls より大石作成。3

http://www.oecd.org/.../OECD_1564_TUSupdatePortal.xls


図２ 男性の無償労働時間と女性の睡眠時間

上記資料より大石作成
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（参考）103万円、130万円の壁についての
実証研究

• Abe and Oishi (2007)
妻の就業は夫婦間稼働所得格差を5％程度縮小させる効果を持つ。

• Abe and Oishi (2009)
1994～2004年の夫婦間稼働所得の不平等度低下には、①稼働所得ゼロの妻が減少した（働く
妻が増えた）こと、②働く妻たちの所得がほとんどの場合130万円未満にとどまっていること、が
寄与している。

• Akabayashi （2006）
配偶者控除を廃止しても女性の労働供給は1.9～5.6％増加する程度。

• 高橋（2010）
配偶者控除を廃止しても女性の労働供給はごくわずか（年間10時間程度）しか増加しない。配
偶者控除廃止＋第3号廃止でもほとんど同じ程度。

• Bessho and Hayashi (2013)
配偶者控除を廃止しても女性の労働供給はごくわずかしか増加しない。これは労働の固定費用
（fixed cost）が高いため。

• Yokoyama (2015)
2004年税制改正は全体として有配偶女性の労働時間・年収を減らした。（低所得女性の労働時
間と年収は増加、それ以外は減少）

• Abe (2009)
ライフサイクルでの労働供給に注目。103万円の壁は女性の引退を遅らせている可能性がある。
103万円の壁を廃止しても厚生損失は生じない。
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２．ひとり親世帯と子どもの貧困対策

• 6人に1人の子どもが貧困（図３）

• ひとり親世帯の貧困率は54.6％、国際的にみ
ても突出して高い（図４）

• ひとり親世帯の8割が就業しているにも関わ
らず貧困率が高い（図５）

• 養育費を受け取っている離別母子世帯は
19.7％（2011年厚生労働省「全国母子世帯等調査報告」）国際的
にも低い（図6）

7



つづき

• 児童扶養手当を毎月支給へ（大竹 2016）

• 養育費確保の取り組みが必要（表１）

– 「簡易算定表」ではなく公的基準の設定が必要
（日本弁護士連合会 2012; 大石 2014）

– 確保に向けた機関の設置

• ただし離別父親も貧困なケースが多いので
養育費が100％確保できても貧困削減効果
は限られる（大石2012; Oishi 2013；大石
2014）

• 就労を通じた自立を過度に追求すると子ど
もへの時間投資が削られる（大石 2015）
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10

25年国民生活基礎調査図３
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図４ 子どものいる世帯の貧困率（2010年）

OECD Family Database (2014年1月版）
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図５ ひとり親世帯の就業率（棒グラフ）と貧困率

http://dx.doi.org/10.1787/888932393711
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図６ 先進諸国の養育費受給率と
貧困率の関係（2000年前後）

資料出所：Skinner, Bradshaw, Davidson (2008)から大石作成。

注：Luxembourg Income Study Database に基づく推計。貧困率は、直接税控除後の可処分所得
ベース。対象は、非死別ひとり親世帯。
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表 1 養育費徴収ガイドラインの例（子ども 1人の場合） 

資料出所：Bartfeld (2000) 
注：WI：ウィスコンシン州、MA：マサチューセッツ州、IN：インディアナ州、KS：カンザス州。親の年

収は目安として示したもので、州によって保育費用の控除等がある。

非監護親 監護親 WI MA IN KS WI MA IN KS

$7,500 $0 17 15 24 14 17 17 24 19

$5,625 17 15 22 14 17 17 22 19

$15,000 $0 17 25 22 14 17 29 22 19

$11,250 17 25 18 13 17 29 18 17

$30,000 $0 17 27 18 13 17 31 18 17

$22,500 17 22 15 11 17 25 15 15

$50,000 $0 17 27 15 12 17 31 15 15

$37,500 17 19 14 11 17 22 14 15

$100,000 $0 17 n.a 13 11 17 n.a 13 14

$75,000 17 n.a 9 10 17 n.a 9 13

6歳未満児1人の場合 16－18歳児1人の場合親の年収
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３．男女平等を確保する枠組み

• 女性の人的資本の充実、とくに高等教育機会

– 低い大学進学率（大半のOECD諸国では女性＞男性）（図７）

– OC（経口避妊薬）の普及が女性の教育年数を増加さ
せた（Goldin and Katz 2002）

• 無意識の差別を排除する仕組み

– ブラインド・オーディションの例（Goldin and Rouse
2000）

• 女性への給付が家計の資源配分を変える

– 子ども（とくに女児）の栄養状態改善、健康に良い影響
（Duflo 2012）
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• OECD（2015）「図表でみる教育」カントリーノート日本より
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